
５月 教育長 教育行政報告

令和６年

４月２５日（木） 近畿都市教育長協議会定期総会（和歌山市）

２６日（金） 近畿都市教育長協議会定期総会（和歌山市）

２７日（土） 甲賀警察署少年補導員ならびに甲賀市少年補導委員委嘱状交付

式および表彰式

瀧樹神社のケンケト踊り練習視察

RESTAURANTTE 絆 in 信楽お披露目式

２９日（月） 新穀献納祭

５月 １日（水） 日本語初期指導教室（第二かわせみ教室）開室式

部長会議

第１回甲賀市行政改革推進本部会議

３日（金） 瀧樹神社のケンケト踊り視察

４日（土） びわ湖国体開催記念・甲賀市長杯争奪・第２回貴生川招待少年

サッカー大会閉会式

５日（日） 森まつり

７日（火） 第２回学校経営等協議会

８日（水） 第７回甲賀市教育委員会委員協議会

９日（木） 第７４回全国都市教育長協議会定期総会並びに研究大会長崎大

会（長崎市）

１０日（金） 第７４回全国都市教育長協議会定期総会並びに研究大会長崎大

会（長崎市）

１２日（日） みなくるプラザ竣工式及び内覧会

１３日（月） 第 1 回人事にかかる学校訪問（第１日）

フリースタイルモーグル日本代表 小笹海成選手表敬訪問

１４日（火） 新任校長研修（甲賀市学校マネジメント研修）

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例答申書受領

１５日（水） 第２回校務運営等協議会

部長会議

総合型地域スポーツクラブ連絡協議会総会

１６日（木） 滋賀県都市教育委員会連絡協議会 理事会・総会・協議会（彦
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根市）

１７日（金） 甲賀市スポーツ少年団総会

１８日（土） 甲賀市パラスポーツ協会総会

１９日（日） 滋賀県民総スポーツの祭典 滋賀県スポーツ・レクリエーショ

ン大会 ソフトバレーボールの部

甲賀市ニンニン忍者親子デイキャンプ

２０日（月） 第 1 回人事にかかる学校訪問（第２日）

滋賀県学校給食主食供給協議会視察対応

２２日（水） 県教育長等へき地学校特別訪問（多羅尾小学校）

第６回甲賀市教育委員会定例会



令和６年第２回甲賀市議会定例会（６月）報告案件について 

※ 市議会報告前につき、取扱注意。 

 

１ 報告案件（教育委員会関係） 

（１）令和５年度甲賀市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について   

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額 

教育費 小学校費 指導者用デジタル

教科書配信事業 

35,898 千円 35,898 千円 

 柏木小学校バリア

フリー化設備等整

備事業 

38,561 千円 38,515 千円 

 信楽小学校改築事

業 

190,000 千円 173,368 千円 

中学校費 土山中学校長寿命

化改良事業 

478,520 千円 478,520 千円 

中学校特別教室等

空調設備整備事業 

145,218 千円 145,218 千円 

社会教育費 水口中央公民館整

備事業 

836,711 千円 723,927 千円 

計 1,724,908 千円 1,595,446 千円 
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第２次甲賀市小中学校再編計画に係る策定方針（案）について 

 

１．計画策定の趣旨                                

  平成２７年３月に策定した甲賀市幼保・小中学校再編計画（基本計画）の計画期間が 

令和６年度に終期を迎える中、児童生徒数の減少に伴う学校の小規模化により、子ども 

たちを取り巻く教育環境が大きく変化していくことは大きな課題である。その解決に向 

け、市の教育方針や教育目標に沿い、子どもたちにとってより良い教育環境を将来にわ 

たって安定的に提供するため、小学校並びに中学校を対象とした第２次甲賀市小中学校 

再編計画を策定します。 

 

２．計画の位置づけ                                

  市の最上位計画である第２次甲賀市総合計画・第３期基本計画に掲げた未来像等を実 

現するための分野別計画として策定し、甲賀市教育大綱、第４期甲賀市教育振興基本計 

画、甲賀市公共施設等総合管理計画との整合を図ります。 

 

 ３．計画の期間                                  

計画は、令和７年度（２０２５年度）から令和１６年度（２０３４年度）までの１０ 

年間とします。なお、学校を取り巻く環境の変化等を考慮し、計画期間の中間年度にあ 

たる令和１１年度（２０２９年度）には、計画の見直しを行います。 

 

４．計画の方向性と進め方                                

 （１）甲賀市幼保・小中学校再編計画（基本計画）に基づく各地域再編検討協議会から 

の報告内容や、甲賀市小中学校教育のあり方審議会の提言、本年度開催する甲賀市 

学校再編審議会の答申を踏まえ、教育委員会が望ましいと考える学校のあり方を示 

した計画とします。 

（２）集団生活の中で多様な考えに触れ、互いを高め合いながら資質や能力を伸ばして 

  いける環境や、子どもたちの生活や学びの多様化に適応できる環境づくりを目指し 

た学校再編に取り組みます。 

 （３）配置計画については当初計画を基本としますが、適正規模だけにとらわれず、多 

角的な視点から総合的に判断し、段階的な再編など、柔軟な対応を視野に進めてい 

きます。 

 （４）学校再編の実現に向けては、児童・生徒の保護者や地域の皆様への丁寧な説明と 

協議を行い、合意形成に努めます。 
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５．計画の構成                                 

  計画の主な内容は次のとおりとします。 

・計画の基本事項（背景、位置づけ、計画期間等） 

・再編計画の基本的な考え方と進め方 

  ・小中学校をめぐる現状と課題（児童生徒数の現状と推移、課題等） 

  ・小中学校の再編計画の推進（めざす教育環境、学校づくり等） 

 

 ６．市民参画及び策定体制                                

（１）甲賀市学校再編審議会（教育委員会附属機関） 

   市民、学識経験者、教育関係者等で構成する甲賀市学校再編審議会で計画案を審 

議いただきます。 

 （２）市民参画 

    保護者等アンケートやパブリック・コメントの実施、オンラインプラットフォー 

ムを活用しながら広く市民の意見を聴取します。 

 （３）庁内体制 

    教育委員会内だけでなく関係部局との連携を行います。 

 

７．計画策定のスケジュール                           

  令和６年 ４月  策定方針の協議【庁議】 

       ５月  策定方針の報告【厚生文教常任委員会】 

策定方針の報告【教育委員会】 

策定方針の報告【全員協議会】 

   ６月～ ７月  次期再編計画案（たたき台）の作成、協議【庁議、教育委員会、 

厚生文教常任委員会】 

保護者等アンケートの実施 

７月～１２月  甲賀市学校再編審議会への諮問 

           甲賀市学校再編審議会より答申 

次期再編計画案（素案）の作成、協議【庁議、教育委員会、厚生 

文教常任委員会】 

  令和７年 １月  次期再編計画案（原案）パブリック・コメント実施報告【庁議、 

教育委員会、厚生文教常任委員会、全員協議会】 

       ２月  パブリック・コメントの実施 

       ３月  パブリック・コメント結果報告【庁議、教育委員会、厚生文教常 

任委員会、全員協議会】 

           計画策定 
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令和 6年（2024 年）5月 14 日 

 

甲賀市教育委員会 

教育長 立岡 秀寿 様 

 

 

甲賀市文化のまちづくり審議会 

                    会長 大野 正雄 

 

 

「（仮称）甲賀市文化芸術振興条例」の制定について（答申） 

 

 

 

令和５年（2023 年）８月２２日付け、甲社ス第５３２号で諮問のありました「（仮称）

甲賀市文化芸術振興条例」の制定につきまして、別紙のとおり答申いたします。 
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（仮称）甲賀市文化芸術振興条例 
 

答申 
 

 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例（案）の内容については、以下のとおりの構成および

内容とされたい。 

 

               令和６年５月 

                       甲賀市文化のまちづくり審議会 

 

 

 

１．前文について                                     

 条例の条項の前には、制定の背景や目指す姿を述べる前文を置くこととします。そして、文化

や芸術について、その意義や役割を述べるとともに、100 年に一度の世界的な感染症拡大の経験か

ら学んだ、文化や芸術が身近にあることの大切さを謳います。 

本市には伝統的な技法を継承するとともに、新しい技法が生み出される信楽焼をはじめとする

伝統工芸や、寺社仏閣の伝統美が息づく一方で、アール・ブリュットのように、まったく新しい

創造性が評価され、変わらないものと新しいものが調和し、共存する特色があります。 

また、本市は、各地域の特色や独自の文化が花開き、受け継がれてきたまちです。これまで地

域文化を受け継いできた先人に感謝し、未来に向けて、これからも私たち一人ひとりがその役割

を果たしていかなければなりません。 

 この条例は、甲賀市在住の人ばかりではなく、甲賀市出身の人や、通勤または通学する人、甲

賀市に訪れる人など、甲賀市と多様な形で関わりがある方々に向けて開かれているものとしま

す。文化や芸術は、熱心に取り組む方々や職業とする方々だけのものではありません。日々の暮

らしの中で誰もが享受すべき身近な存在であり、人それぞれの個性や生き方が尊重され、文化や

芸術を媒介とし、誰もが「新しい豊かさ」を追求できる権利があることを宣言します。 
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前文（案） 

豊かな自然に恵まれる本市では、これまで先人のたゆまぬ努力により、それぞれの地域

で歴史や伝統を継承してきました。また、丘陵に囲まれた城館の宝庫であり、自らの地を

自らの力で治める自治が発達し、世界にその名が知られる「甲賀忍者」の生き抜く知恵を

もたらしました。さらには、城下町や宿場町など交通の要衝として発達し、多様な文化や

芸術がふれあい、受け入れる土壌を育むことにつながりました。その結果、本市は変わる

ものと変わらないものとが調和した「甲賀流」のまちであり続けています。常に新しい豊

かさを追求するには、この甲賀らしさとも言うべき気風や風土を、将来にわたって受け継

いでいかなければなりません。 

文化は市民社会の基盤となり、芸術は人々の心を豊かにし、日々の暮らしに潤いをもた

らすとともに、しなやかな感性を育みます。そして、社会を巡る変化や課題に直面するこ

とがあっても、相互理解と調和を保ち、文化や芸術があらゆる垣根を越えて、日々の暮ら

しを豊かにする役割を果たしていきます。 

ここに、本市に暮らす人々、関わる人々、行き交う人々がお互いに関心を持ち、幼少の

成長過程から生涯にわたり学ぶ歓びを享受して、等しく文化や芸術にふれあい、自由に楽

しみ、一人ひとりの個性を尊重し、創造性が発揮できる豊かなまちづくりを進めるため

に、この条例を制定します。 

 

 

２．目的について                                     

 本条例は、上位法となる文化芸術基本法および障害者による文化芸術活動の推進に関する法律

の規定に基づき制定するものであり、文化や芸術に関する施策を推進する目的を明らかにし、そ

のための市の責務や市民等の役割も明らかにしていくことを規定するものとします。 

 

(目 的) 

この条例は、文化芸術基本法(平成 13 年法律第 148 号。以下「法」という。)第 4条の

規定、および障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（平成 30 年法律第 47 号）第

5条の規定に基づき、甲賀市(以下「市」という。)における文化や芸術に関する施策(以

下「文化芸術施策」という。)について、市の責務及び市民等の役割を明らかにするとと

もに、文化芸術施策の基本となる事項を定めることにより、文化芸術施策を推進し、もっ

て心豊かな市民生活及び活力ある社会の実現に資することを目的とする。 
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３．基本理念について                                   

 ここでは、文化芸術施策の基本となる考え方や進め方を明らかにするものとします。 

文化や芸術についての活動は、一人ひとり違いがあり、その違いを認め、自主性と創造性が尊

重されなければならず、その活動に対する支援の必要性を述べます。 

また、にぎわいのあるまちづくりを推進し、開かれたまちにしていくこと、さらには、次の時

代を担う市民を育て、継承していくことの重要性を基本理念とします。 

 

 (基本理念) 

文化芸術施策の推進に当たっては、次に掲げる事項を基本理念とする。 

(1)文化や芸術に関する活動(以下「文化芸術活動」という。)に携わる者の自主性と創造

性を尊重し、その活動を支援すること。  

(2)多様な文化芸術活動により、まちの魅力を高め、市民生活を活気あるものとし、にぎ

わいのあるまちづくりを推進すること。 

(3) 文化芸術活動を担う市内外の様々な主体が連携と協働により、文化や芸術を通じ人々

の交流を促進することにより、開かれたまちとすること。 

(4) 文化や芸術を楽しみ大切にする気持ちと、新たに価値をつくり出す喜びを育む環境を

整え、次世代に継承すること。  

 

 

４．基本方針について                                     

 ここでは、基本理念に掲げた内容を実現するための基本的な方針を規定するものとします。 

 

(基本方針) 

市及び市民等は、前条に規定する基本理念に基づき、次に掲げる事項を基本方針とし

て、文化芸術施策を計画的かつ主体的に推進する。 

(1) 一人ひとりの自主性、主体性、創造性を尊重し、誰もが文化芸術にふれる機会の創出

と情報発信 

(2) 未来の文化芸術を創造する子どもたちを育て、後継者や担い手を育成 

(3) 文化財等の文化資源を活用し、潜在的価値を掘り起こしたまちづくりを推進 

(4) 施設の整備、有効活用を図るとともに、今ある場所を有効活用 

(5) 文化芸術活動の実践を通じて、地域課題の解決に向けてまちづくりに活かす 
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５．市の責務について                          

市は、文化や芸術を推進するためのプラットホームとして機能する役割を担い、そのための政

策を策定し、計画的に推進することや、財政上の措置を講じる責務があることを明記します。ま

た、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業、観光その他の各関連分野の施策とつながり、誰

もが共感し、共有できる文化や芸術に関わる多様な情報について発信することを規定します。 

 

(市の責務) 

市は、前条に規定する基本方針にのっとり、文化芸術施策を策定し、計画的に推進す

るものとする。 

市は、文化芸術施策を推進するに当たっては、文化や芸術の固有の意義と価値を尊重

しつつ、関連分野における施策との有機的な連携を図り、その情報を発信するものとす

る。 

市は、文化芸術施策の推進に必要な財政上の措置を講じるよう努めるものとする。 

 

 

６．市民の権利と役割について                          

 文化や芸術を創造することは、誰もが享受する権利であることを明記します。また、文化や芸

術について、誰もが次世代への担い手であり、市民はお互い協力しながら、その権利を守り、継

承することを述べます。 

 

(市民の権利と役割) 

市民は、自らが文化や芸術を創造し、及び享受する権利を有するとともに、第 2条に

規定する基本理念を理解し、文化や芸術の担い手として、相互に連携しつつ、その継承

に努めるものとする。 

 

７．文化芸術団体、学校等、事業者の役割関係者相互の連携及び協働について                                

文化芸術団体、学校等、事業者それぞれの役割を明記します。 

文化芸術の活動を行う文化芸術団体は、団体の活動を活発に実践するのみならず、広く普及し

継承していくための役割があることを述べます。 

 学校等は、感受性が豊かな年代の青少年が文化芸術に触れる機会をつくり、創造力を養い、人

を育てていく役割があることとします。 
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 事業者は、文化芸術を通じて地域に貢献していただく役割と、文化芸術を支援する役割がある

こととします。 

 また、これら関係者は、それぞれの役割を果たすだけでなく、お互いに連携を図りながら、協

働により役割を果たしていくことを述べます。 

 

(文化芸術団体の役割) 

文化芸術団体は、自らが行う創造的な文化芸術活動に誇りを持ち、充実を図るととも

に、文化や芸術の継承と発展に積極的な役割を果たすよう努めるものとする。 

文化芸術団体は、相互に協力し、市民の文化芸術活動の推進に努めるものとする。 

 

（学校等の役割） 

学校等は、自主的かつ主体的に、次代の担い手となる子ども、青少年の文化芸術活動を

支援するとともに、文化芸術に親しむ機会の創出に努めるものとする。 

 

（事業者の役割） 

事業者は、自主的かつ主体的に、文化芸術活動を行うとともに、文化芸術活動の支援に

努めるものとする。 

 

（関係者相互の連携及び協働） 

市、市民、地域、文化芸術団体、学校等、事業者その他文化芸術に関する施策に関係す

る者は、相互に連携を図りながら協働し、施策を推進するよう努めるものとする。 

 

 

８．文化芸術施策の推進に関する計画の策定について                 

 本条例に基づいて実効性が確かなものとなる計画の策定について規定します。この計画とは、

「甲賀市文化のまちづくり計画」のことを指します。 

 また、この計画を作成するに当たって、附属機関の「甲賀市文化のまちづくり審議会」に意見

を聴くこととします。 

 

 (文化芸術施策の推進に関する計画の策定) 
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市は、文化芸術施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術施策に関する基本

的な計画を策定するものとする。 

前項の計画の策定に当たっては、次条に規定する甲賀市文化のまちづくり審議会に諮る

とともに、市民の意見を聴かなければならない。 

 

 

９．甲賀市文化のまちづくり審議会の設置について                  

附属機関である「甲賀市文化のまちづくり審議会」について役割、定員、任期、審議会に関する

必要な事項は教育委員会規則で定めることを規定します。 

 

(甲賀市文化のまちづくり審議会の設置) 

文化芸術施策の推進に関する重要事項を審議するため、法第 37 条の規定に基づき、甲

賀市文化のまちづくり審議会(以下「審議会」という。)を設置する。 

審議会は、教育委員会の諮問に応じ、文化芸術施策の推進について調査審議し、答申す

る。 

審議会は、文化芸術施策の推進に関し必要と認める事項について、教育委員会に意見を

述べることができる。 

審議会は、教育委員会が委嘱する 1５人以内の委員をもって組織する。 

委員の任期は 2年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における後任の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 
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― （仮称）甲賀市文化芸術振興条例制定に向けて＜経過＞ ― 
 

 

■平成 30 年度（2018 年度） 

県内で文化芸術の振興に関する条例を制定している２市を対象に聞き取り調査 

11 月  9 日 草津市視察（草津市文化振興条例 平成 29 年 7 月施行） 

12 月 20 日 近江八幡市ヒアリング（近江八幡市文化振興条例 平成 26 年 3 月施行） 

 

■令和元年度（2019 年度） 

文化のまちづくり審議会において、文化のまちづくり計画２次計画の策定と並行して、条例について審議 

9 月 11 日  第 2 回文化のまちづくり審議会 

文化振興条例、障害者の文化芸術活動の推進計画に関する県内、国の動向について 

11 月 29 日  第 3 回文化のまちづくり審議会 

             文化振興条例、障害者の文化芸術活動の推進計画の必要性について 

 

■令和 2 年度（2020 年度） 

11 月 24 日 第 1 回文化のまちづくり審議会   

     講師を招聘し、勉強会を実施   テーマ「文化芸術振興条例」の現在について 

講師:藤野一夫氏（神戸大学大学院国際文化学研究科 国際文化学部教授） 

3 月 25 日 第 2 回文化のまちづくり審議会 

           文化芸術に関する条例の制定に向けての進め方について  

 

■令和 3 年度（2021 年度） 

8 月 24 日 第１回文化のまちづくり審議会 

文化芸術に関する条例の制定に向けて、経過説明と意見交換 

11 月 23 日 文化のまちづくりフォーラム 

            有観客ライブ配信により一般参加のフォーラムを開催 

来場 43 名（整理券 47 枚配布）、配信 53 名  計 96 名参加 

テーマ アフターコロナをみすえた文化と芸術の条例について 

ウェルカムコンサート   

               演奏  石田美知世（フルート奏者、甲賀市社会教育委員） 

森島梨絵  （フルート奏者、甲賀市文化のまちづくり審議会委員） 

田中良美  （ファゴット奏者） 

               基調講演（リモートレクチャー） 

講師  大澤寅雄（ニッセイ基礎研究所芸術文化プロジェクト室主任研究員 甲賀市出身）  

パネルディスカッション  

コーディネーター 旭堂南湖（講談師 甲賀市出身） 

            パネラー 大澤寅雄（リモート参加） 

大野正雄（人形劇団むすび座代表、甲賀市文化のまちづくり審議会会⾧ 甲賀市在住） 

               山本英司（甲賀市教育委員会事務局 教育部⾧） 

3 月 25 日 第 2 回文化のまちづくり審議会 
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フォーラムの結果の検証と、文化芸術に関する条例の制定に向けて協議 

市における文化芸術に関する条例が必要との方向で今後協議していくこととなる。 

 

■令和４年度（2022 年度） 

5 月 25 日 第１回文化のまちづくり審議会 

甲賀市文化芸術に関する条例の制定に向けて素案を元に協議 

8 月 26 日 第 2 回文化のまちづくり審議会 

甲賀市文化芸術に関する条例の制定に向けて、素案に解説を加え協議 

  10 月 11 日 第 3 回文化のまちづくり審議会 

大澤寅雄氏を迎え、意見交換 

12 月 21 日  第 15 回教育委員会委員協議会 

甲賀市文化芸術に関する条例の制定に向けて、素案に解説を加え協議 

 

■令和５年度（2023 年度） 

4 月 27 日 第１回文化のまちづくり審議会 

甲賀市文化芸術に関する条例の制定に向けてのスケジュールを中心に協議 

5 月 10 日 第 6 回教育委員会委員協議会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定の制定方針について報告 

5 月 16 日 議会厚生文教常任委員会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定の制定方針について報告 

5 月 25 日 議会全員協議会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定の制定方針について報告 

7 月 21 日 第２回文化のまちづくり審議会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定に向けて制定方針を中心に協議 

7 月 25 日 第８回教育委員会定例会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定に係る文化のまちづくり審議会への諮問について 

議決 

８月 ６日 市内外の高校演劇部４校に、甲賀市文化芸術の条例に関する聞き取りを実施 

８月 2２日 第３回文化のまちづくり審議会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定に向けて諮問、「甲賀らしさ」について協議 

９月 27 日 文化協会五役会（各町会⾧の会議） 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例のヒアリングシートの配布を依頼（130 団体に配布） 

11 月 1 日  第 13 回教育委員会委員協議会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の検討状況について報告 

  11 月 30 日  第 4 回文化のまちづくり審議会 

（仮称）甲賀市文化芸術振興条例の答申案について協議 

    1 月～3 月 各種団体等の意見とりまとめ 

 

■令和 6 年度（2024 年度） 

5 月 14 日 （仮称）甲賀市文化芸術振興条例の制定に向けての答申 
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（任期：令和５年７月１日から令和７年６月３０日まで）

役職 氏　　　名 住所 備考

委員 今西　早代子 甲賀市水口町 滋賀県歌人協会

委員 梅本　宏 甲賀市水口町
甲賀市文化協会
水口町文化協会

委員 原　瑞世 甲賀市水口町 甲賀市観光まちづくり協会

委員 山之内　洋 甲賀市水口町 社会福祉法人グロー

副会長 福井　真理 甲賀市土山町 東海道伝馬館

委員 瀬古　祐嗣 甲賀市甲賀町 美術教育

会長 大野　正雄 甲賀市甲南町 人形劇団むすび座

委員 河尻　俊一 甲賀市甲南町 アレックスシネマ

委員 早川　弘志 甲賀市甲南町 やまなみ工房

委員 今野　朋子 甲賀市信楽町 アーティスト

委員 山下　梨絵 甲賀市甲南町
公募（令和３年度）

音楽家

委員 蚊野　千尋 甲賀市甲南町
公募（令和５年度）

演劇

甲賀市文化のまちづくり審議会委員



資料７ 

議案第５６号 

□臨時代理につき承認を求めることについて 

□上記の議案を提出する。 

□□□令和６年５月２２日 

□□□□□□□□□□     甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

 



  臨時代理につき承認を求めることについて 

 甲賀市地域学校協働活動推進員の解嘱については、甲賀市教育委員会教育長に対

する事務委任等規則（平成１６年甲賀市教育委員会規則第８号）第４条の規定によ

り、次のように臨時代理したから、同条の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

臨時代理第９号 

   甲賀市地域学校協働活動推進員の解嘱について 

 甲賀市地域学校協働活動推進員設置要綱第５条の規定に基づき、甲賀市地域学校

協働活動推進員の別紙の者を解嘱することにつき、甲賀市教育委員会教育長に対す

る事務委任等規則（平成１６年甲賀市教育委員会規則第８号）第４条の規定に基づ

き、臨時代理する。 

 

令和６年４月３０日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

 

 

 

 

 



 

臨時代理第９号別紙 

 

甲賀市地域学校協働活動推進員 

 

（任期：令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

解嘱日：令和６年４月３０日 

№ 氏 名 活動校 備考 

1 玉井 正 土山小学校  

2 中本 博之 油日小学校  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考資料】 

 

  甲賀市地域学校協働活動推進員設置要綱 

（資格及び委嘱） 

第５条 推進員の委嘱は、次に掲げる全ての資格要件に該当する者のうちから、当

該学校区の学校長の推薦により、教育委員会がこれを行う。 

（１） 地域において社会的信望がある者 

（２） 地域学校協働活動の推進に熱意と識見を有する者 

   

 

 



資料８ 

議案第５７号 

□臨時代理につき承認を求めることについて 

□上記の議案を提出する。 

□□□令和６年５月２２日 

□□□□□□□□□□     甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

 



  臨時代理につき承認を求めることについて 

 甲賀市地域学校協働活動推進員の委嘱については、甲賀市教育委員会教育長に対

する事務委任等規則（平成１６年甲賀市教育委員会規則第８号）第４条の規定によ

り、次のように臨時代理したから、同条の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

臨時代理第１０号 

   甲賀市地域学校協働活動推進員の委嘱について 

 甲賀市地域学校協働活動推進員設置要綱第５条の規定に基づき、甲賀市地域学校

協働活動推進員に別紙の者を委嘱することにつき、甲賀市教育委員会教育長に対す

る事務委任等規則（平成１６年甲賀市教育委員会規則第８号）第４条の規定に基づ

き、臨時代理する。 

 

令和６年５月１日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

 

 

 

 

 



臨時代理第１０号別紙 

 

甲賀市地域学校協働活動推進員 

 

（任期：令和６年５月１日から令和７年３月３１日まで） 

№ 氏 名 活動校 備考 

１ 福永 佐栄子 土山小学校  

２ 宮城 善美 伴谷東小学校  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考資料】 

 

  甲賀市地域学校協働活動推進員設置要綱 

（資格及び委嘱） 

第５条 推進員の委嘱は、次に掲げる全ての資格要件に該当する者のうちから、当

該学校区の学校長の推薦により、教育委員会がこれを行う。 

（１） 地域において社会的信望がある者 

（２） 地域学校協働活動の推進に熱意と識見を有する者 

   

 

 



議案第５８号  

 臨時代理につき承認を求めることについて                  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年５月２２日  

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿  

資料９           



   臨時代理につき承認を求めることについて  

甲賀市学校運営協議会委員の任命については、甲賀市教育委員会教育長に対する

事務委任等規則（平成１６年甲賀市教育委員会規則第８号）第４条の規定に基づき、

次のように臨時代理したから、同条の規定によりこれを報告し、承認を求める。  

                                      

臨時代理第１１号  

   甲賀市学校運営協議会委員の任命について  

甲賀市学校運営協議会規則（令和２年教育委員会規則第９号）第７条の規定に基

づき、甲賀市学校運営協議会委員に別紙の者を任命することにつき、甲賀市教育委

員会教育長に対する事務委任等規則（平成１６年甲賀市教育委員会規則第８号）第

４条の規定に基づき臨時代理する。 

 

令和６年５月１日 

                甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿  



臨時代理第１１号別紙

氏名 備考

1 鈴木　正廣 水口小学校学校運営協議会 地域住民

2 山田　隆 水口小学校学校運営協議会 地域住民

3 植野　勉 水口小学校学校運営協議会 保護者

4 宮本　忠治 水口小学校学校運営協議会 地域住民

5 宮城　善美 伴谷東小学校学校運営協議会 地域住民

甲賀市学校運営協議会委員

（任期：令和６年５月１日から令和８年４月３０日まで） 

委員の構成



○甲賀市学校運営協議会規則 

 

（委員の任命） 

第７条 協議会の委員は１５人以内とし、次に掲げる者のうちから、教育委員会が

任命する。 

（１） 保護者 

（２） 地域住民 

（３） 対象学校の運営に資する活動を行う者 

（４） 学識経験者 

（５） 関係行政機関の職員 

（６） 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が適当と認める者 

２ 教育委員会は、対象学校の校長から申出があったときは、前項の委員の任命に

ついて、当該校長から意見を聴取するものとする。 

３ 委員の辞職等により欠員が生じた場合には、教育委員会は速やかに新たな委員

を任命するものとする。 

４ 委員は、特別職の地方公務員の身分を有する。 



議案第５９号 

 令和６年第２回甲賀市議会定例会（６月）提出議案に係る教育委員会の意見聴取

について 

 上記の議案を提出する。 

   令和６年５月２２日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

資料１０ 



令和６年第２回甲賀市議会定例会（６月）提出議案に係る教育委員会会の意

の意見聴取について 

 令和６年第２回甲賀市議会定例会（６月）に提出される議案のうち別紙の教育に

関する事務に係る議案への地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第２９条の規定に基づく意見について、異議のない旨甲賀市長に

答申することにつき、教育委員会の議決を求める。 



議案第５９号別紙 

※ 市議会提案前につき、取扱注意。 

令和６年第２回甲賀市議会定例会（６月）提出議案（教育委員会関係） 

 

１ 補正予算案件 

（１）令和６年度甲賀市一般会計補正予算（第１号） 

≪甲賀市議会 議案第４８号≫ 

  （第１表）歳入 ８５８，６５９千円 歳出 ８４７，８７２千円 

歳入 

国庫支出金 総務費国庫補助金（総務管理費国庫補助金） 4,705 千円 

 
 

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル

実装タイプ） 
4,705 千円 

 土木費国庫補助金（都市計画費国庫補助金） △22,750 千円 

  社会資本整備総合交付金（都市公園等事業） △22,750 千円 

 教育費国庫補助金（小学校費国庫補助金） 333 千円 

  教育支援体制整備事業費補助金 333 千円 

県支出金 教育費県補助金（小学校費県補助金） 900 千円 

 
 

滋賀県フリースクール等利用実態調査事業補

助金 
900 千円 

 教育費県補助金（中学校費県補助金） 900 千円 

 
 

滋賀県フリースクール等利用実態調査事業補

助金 
900 千円 

寄附金 教育費寄附金（小中学校費寄附金） 300 千円 

  教育振興寄附金 300 千円 

繰入金 教育振興基金繰入金（教育振興基金繰入金） 300 千円 

  教育振興基金繰入金 300 千円 

諸収入 雑入（土木費雑入） 38,400 千円 

  スポーツ振興くじ助成金 38,400 千円 

 雑入（教育費雑入） 6,271 千円 

 
 

障害者スポーツ実施環境の構築支援事業委託

料 
6,271 千円 

市債 土木債（一般単独事業債） △47,200 千円 

  公園施設整備事業 △47,200 千円 



市債 土木債（公共事業等債） 42,500 千円 

  公園施設整備事業 42,500 千円 

 教育債（緊急防災・減災事業債） 834,000 千円 

  中学校施設空調設備整備事業 834,000 千円 

                             合計 858,659 千円  

 

歳出 

教育費 教育総務費 1,800 千円 

  教育振興費 学びの多様化推進事業 1,800 千円 

 小学校費 300 千円 

  教育振興費 小学校教育振興事業 300 千円 

 中学校費  839,501 千円 

  中学校管理費 中学校施設管理運営経費 300 千円 

  施設整備事業費 中学校施設整備事業 839,201 千円 

 保健体育費  6,271 千円 

  保健体育総務費 スポーツ振興事業 6,271 千円 

                             合計 847,872 千円 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第３表）地方債補正 

    （追加） 

起債の目的 限度額 
起債の 

方 法 
利率 償還の方法 

中学校特別教室

等空調設備整備

事業 

834,000 千円 普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当額見

直し後の利

率） 

政府資金、地方公

共団体金融機構資

金及び公益財団法

人滋賀県市町村振

興協会資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合にはそ

の債権者と協定す

るものによる。た

だし、市財政の都

合により、据置期

間及び償還期間を

短縮し、又は繰上

償還若しくは低利

に借換えすること

ができる。 

 

    （変更） 

起債の目的 
補正前 補正後 

限度額 限度額 

公園施設整備事業 275,300 千円 270,600 千円 

 



議案第６０号  

 甲賀市子どものいじめ問題対策連絡協議会規則の一部を改正する規則の制定につ

いて  

 上記の議案を提出する。  

   令和６年５月２２日  

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

資料１１ 



   甲賀市子どものいじめ問題対策連絡協議会規則の一部を改正する規則 

 甲賀市子どものいじめ問題対策連絡協議会規則（平成２６年甲賀市教育委員会規

則第１２号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第８号中「中央子ども家庭相談センター」を「滋賀県日野子ども家

庭相談センター」に改める。 

   付 則 

 この規則は、令和６年６月１日から施行する。 



1/1 

甲賀市子どものいじめ問題対策連絡協議会規則新旧対照表 

改正案 現行 

（組織） （組織） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者（第

２号から第１１号までに掲げる者にあっては、これらの者のうちから

甲賀市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指名する者）を

もって構成する。 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者（第

２号から第１１号までに掲げる者にあっては、これらの者のうちから

甲賀市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指名する者）を

もって構成する。 

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略） 

（８） 滋賀県日野子ども家庭相談センターの代表者 （８） 中央子ども家庭相談センター   の代表者 

（９）～（１１） （略） （９）～（１１） （略） 

２ （略） ２ （略） 

   付 則  

 この規則は、令和６年６月１日から施行する。  

 



資料１２ 

議案第６１号 

 甲賀市教育行政評価委員の委嘱について 

 上記の議案を提出する 

   令和６年５月２２日 

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市教育行政評価委員の委嘱について 

 甲賀市附属機関設置条例（平成２５年１２月１８日甲賀市条例第３５号）第２条

第２項の規定に基づき、甲賀市教育行政評価委員に別紙の者を委嘱することにつき、

教育委員会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第６１号別紙 

 

甲賀市教育行政評価委員 

 

（任期：令和６年６月１日から令和８年５月３１日まで） 

 氏名 委員の構成 備考 

１ 北川 昌美 教育関係者  

２ 西出 八津子 
その他教育委員会が適

当と認める者 
 

３ 黒川 昌明 教育関係者  

４ 奥嶋 たみ子 
その他教育委員会が適

当と認める者 
 

５ 神山 裕史 
その他教育委員会が適

当と認める者 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考資料】 

 

  甲賀市附属機関設置条例 

 （設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その担任する事

務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定めるとおりとする。 

２ 委員は、執行機関が委嘱し、又は任命する。 

 

別表(第２条関係) 

 ２ 教育委員会の附属機関 

名称 担任する事務 委員の構成 委員

数 

委員の任

期 

甲賀市教育

行政評価委

員会 

教育委員会の権限に属する

事務の管理並びに執行状況

の点検及び評価結果につい

て調査し、審議すること。 

（１） 教育関係者 

（２） その他教育委員

会が適当と認める者 

５人

以内 

２年 

 



議案第６２号 

 甲賀市少年センター協議会委員の解嘱について 

上記の議案を提出する。 

   令和６年５月２２日 

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

資料１３ 



   甲賀市少年センター協議会委員の解嘱について 

 甲賀市少年センター条例（平成１７年第４４号）第４条第３項の規定に基づき、

甲賀市少年センター協議会委員の別紙の者を解嘱することにつき、教育委員会の議

決を求める。 

 令和６年５月２２日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

 

 

 

 



議案第６２号別紙 

 

甲賀市少年センター協議会委員  

 

（任期：令和５年１０月１日から令和７年９月３０日まで）  

解嘱日：令和６年５月２２日  

 氏名  委員の構成  備考  

１  松井 和子  
少年の健全育成に関係のあ

る機関又は団体の代表者  
甲賀市更生保護女性会  

 



【参考資料】 

 

甲賀市少年センター条例 

（協議会） 

第４条 教育委員会の諮問に応じて少年センターの円滑な運営を調査し、審議する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基

づき、甲賀市少年センター協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（略） 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

（１） 少年の健全育成に関係のある機関又は団体の代表者 

（２） 関係行政機関の職員 

（３） 関係教育機関の職員 

（４） 教育委員会が指名する職員 

（５） その他教育委員会が適当と認める者 



議案第６３号 

 甲賀市少年センター協議会委員の委嘱について 

□上記の議案を提出する。 

   令和６年５月２２日 

               甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿 

資料１４ 



   甲賀市少年センター協議会委員の委嘱について 

 甲賀市少年センター条例（平成１７年第４４号）第４条第３項の規定に基づき、

甲賀市少年センター協議会委員に別紙の者を委嘱することにつき、教育委員会の議

決を求める。 



議案第６３号別紙  

 

甲賀市少年センター協議会委員  

 

（任期：令和６年５月２３日から令和７年９月３０日まで）  

 氏名  委員の構成  備考  

１  渡邉 満栄  
少年の健全育成に関係のあ

る機関又は団体の代表者  
甲賀市更生保護女性会  

 



【参考資料】 

 

甲賀市少年センター条例 

（協議会） 

第４条 教育委員会の諮問に応じて少年センターの円滑な運営を調査し、審議する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基

づき、甲賀市少年センター協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（略） 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

（１） 少年の健全育成に関係のある機関又は団体の代表者 

（２） 関係行政機関の職員 

（３） 関係教育機関の職員 

（４） 教育委員会が指名する職員 

（５） その他教育委員会が適当と認める者 



 

 
 

 

議案第６４号 

甲賀市社会教育委員の委嘱について 

上記の議案を提出する。 

令和６年５月２２日 

            甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿   

 

 

 

 

 

資料１５ 



 

 
 

甲賀市社会教育委員の委嘱ついて 

甲賀市社会教育委員条例（平成１６年甲賀市条例第１９８号）第２条第２項の規

定に基づき、甲賀市社会教育委員に別紙の者を委嘱することにつき、教育委員会の

議決を求める。 

 

 

 

 

 

 



議案第６４号別紙 

 

甲賀市社会教育委員  

 

（任期：令和６年６月１日から令和８年５月３１日まで）  

 氏名  委員の構成  備考  

１  西村 忠三  学校教育及び社会教育の関係者  
 

 

２  古賀 和幸  学校教育及び社会教育の関係者  
 

 

３  中村 有利  学校教育及び社会教育の関係者   

 

４  井ノ口 照美  家庭教育の向上に資する活動を

行う者  
 

 

５  岡村 貴子  学校教育及び社会教育の関係者   

 

６  辻 由美子  学校教育及び社会教育の関係者   

 

７  石田 みち代  学校教育及び社会教育の関係者   

 

８  木村 かおる  学校教育及び社会教育の関係者   

 

９  東 紀子  家庭教育の向上に資する活動を

行う者  
 

 

１０  中村 尚子  学校教育及び社会教育の関係者   

 

１１  松本  良昭 学校教育及び社会教育の関係者   

 

１２  福井 里江子  学校教育及び社会教育の関係者   

 

 



【参考資料】 

 

  甲賀市社会教育委員条例 

（組織） 

第２条 委員の定数は、15 人以内とする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから甲賀市教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 学校教育及び社会教育の関係者 

（３） 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

 



議案第６５号 

 甲賀市人権・同和教育推進員の解嘱について 

 上記の議案を提出する。 

   令和６年５月２２日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１６ 

６ １４ 



甲賀市人権・同和教育推進員の解嘱について 

甲賀市人権・同和教育推進員規則第４条の規定に基づき、甲賀市人権・同和教育

推進員の別紙の者を解嘱することにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第６５号別紙 

 

甲賀市人権・同和教育推進員 

 

（任期：令和５年６月１日から令和７年３月３１日まで） 

解嘱日：令和６年５月３１日 

 氏名 委員の構成 備考 

１ 畑野 啓造 区及び自治会長の推薦 水口第１区 

２ 保井 茂樹 区及び自治会長の推薦 水口第５区 

３ 竹嶋 智行 区及び自治会長の推薦 水口第８区 

４ 加藤 泰朗 区及び自治会長の推薦 南区 

５ 坂上 実 区及び自治会長の推薦 水口第１０区 

６ 堤田 妙子 区及び自治会長の推薦 水口第１２区 

７ 榊󠄀原 幸之 区及び自治会長の推薦 水口第１３区 

８ 蓮見 昌寛 区及び自治会長の推薦 水口第１４区 

９ 瀬 史朗 区及び自治会長の推薦 水口第１５区 

１０ 森下 豊 区及び自治会長の推薦 水口第１６区 

１１ 中西 克友 区及び自治会長の推薦 水口第１６区 

１２ 富田 浩二 区及び自治会長の推薦 水口第１７区 

１３ 佐治 隆之 区及び自治会長の推薦 城南区 

１４ 中島 一登 区及び自治会長の推薦 水口第１８区 

１５ 辻󠄀 龍太 区及び自治会長の推薦 水口第１８区 

１６ 木村 喜代司 区及び自治会長の推薦 水口第２０区 

１７ 井上 諭 区及び自治会長の推薦 名坂区 

１８ 西澤 信明 区及び自治会長の推薦 東名坂区 

１９ 鵜飼 正芳 区及び自治会長の推薦 東名坂区 

２０ 中嶋 静代 区及び自治会長の推薦 名坂堂山区 

２１ 岡林 旅人 区及び自治会長の推薦 東古城が丘区 

２２ 稲葉 美香 区及び自治会長の推薦 東古城が丘区 



２３ 笠井 康弘 区及び自治会長の推薦 松尾団地区 

２４ 後藤 芳幸 区及び自治会長の推薦 松尾団地区 

２５ 藤澤 史雄 区及び自治会長の推薦 水口松尾台区 

２６ 小﨑 光博 区及び自治会長の推薦 中畑区 

２７ 梅本 徹 区及び自治会長の推薦 城が丘区 

２８ 石橋 伴保 区及び自治会長の推薦 つつじが丘区 

２９ 今西 早代子 区及び自治会長の推薦 つつじが丘区 

３０ 河合 保憲 区及び自治会長の推薦 嶬峨区 

３１ 中島 渡  区及び自治会長の推薦 和野区 

３２ 井上 陽平 区及び自治会長の推薦 八田区 

３３ 岨中 孝德 区及び自治会長の推薦 春日区 

３４ 宿谷 三雄 区及び自治会長の推薦 春日区 

３５ 田邉 宏則 区及び自治会長の推薦 広野台東区 

３６ 杉本 誠司 区及び自治会長の推薦 広野台東区 

３７ 涌田 建太 区及び自治会長の推薦 広野台西区 

３８ 高品 衛 区及び自治会長の推薦 第四水口台区 

３９ 山本 吾一 区及び自治会長の推薦 菅谷区 

４０ 吉田 正広 区及び自治会長の推薦 菅谷区 

４１ 德地 一道 区及び自治会長の推薦 泉区 

４２ 西川 嘉 区及び自治会長の推薦 植区 

４３ 中辻󠄀 重忠 区及び自治会長の推薦 大法寺区 

４４ 西岡 良人 区及び自治会長の推薦 柏貴区 

４５ 今村 日出弥 区及び自治会長の推薦 虫生野区 

４６ 森口 徹 区及び自治会長の推薦 虫生野区 

４７ 谷川 敬二 区及び自治会長の推薦 貴生川第１区 

４８ 中村 義一 区及び自治会長の推薦 貴生川第１区 

４９ 西垣 健児 区及び自治会長の推薦 貴生川第２区 

５０ 野村 順三 区及び自治会長の推薦 貴生川第２区 

５１ 山本 裕大 区及び自治会長の推薦 貴生川第３区 



５２ 田代 和與 区及び自治会長の推薦 西内貴区 

５３ 倉田 ゆかり 区及び自治会長の推薦 北内貴区 

５４ 橋本 外亀彦 区及び自治会長の推薦 高山区 

５５ 福本 藤男 区及び自治会長の推薦 三大寺区 

５６ 松元 勝彦 区及び自治会長の推薦 かふかの丘区 

５７ 田 賢二  区及び自治会長の推薦 かふかの丘区 

５８ 鵜飼 猪一郎 区及び自治会長の推薦 三本柳区 

５９ 田嶋 正行 区及び自治会長の推薦 牛飼区 

６０ 浦山  区及び自治会長の推薦 牛飼区 

６１ 神田 政明 区及び自治会長の推薦 山上区 

６２ 山田 健 区及び自治会長の推薦 岡の郷区 

６３ 中村 博 区及び自治会長の推薦 岡の郷区 

６４ 義山 源基 区及び自治会長の推薦 秋葉北自治会 

６５ 白澤 隼也 区及び自治会長の推薦 車谷自治会 

６６ 澤田 善之 区及び自治会長の推薦 西野区１区、西野区２区 

６７ 黒田 修平 区及び自治会長の推薦 猪鼻区 

６８ 谷口 哲雄 区及び自治会長の推薦 山中区 

６９ 土山 芳生 区及び自治会長の推薦 笹路区 

７０ 黒川 靖 区及び自治会長の推薦 南東区 

７１ 岩室 眞悟 区及び自治会長の推薦 南東区 

７２ 白川 首勇 区及び自治会長の推薦 南中区 

７３ 水谷 文克 区及び自治会長の推薦 南西区 

７４ 服部 和也 区及び自治会長の推薦 北東区 

７５ 平田 倫之 区及び自治会長の推薦 北芝区 

７６ 立岡 登喜夫 区及び自治会長の推薦 北芝区 

７７ 掛田 幸則 区及び自治会長の推薦 北中区 

７８ 朝重 広 区及び自治会長の推薦 北中区 

７９ 脇田 哲也 区及び自治会長の推薦 北西区 

８０ 堀 進一 区及び自治会長の推薦 平子区 



８１ 堀 孝史 区及び自治会長の推薦 野上野区 

８２ 黒川 晃 区及び自治会長の推薦 大澤区 

８３ 森本 進 区及び自治会長の推薦 頓宮区 

８４ 牧 秀一 区及び自治会長の推薦 前野区 

８５ 山﨑 久和 区及び自治会長の推薦 市場区 

８６ 藤田 光夫 区及び自治会長の推薦 徳原区 

８７ 上田 修 区及び自治会長の推薦 三軒家区 

８８ 市井 利直 区及び自治会長の推薦 片山区 

８９ 中村 平男 区及び自治会長の推薦 今宿区 

９０ 市井 寿 区及び自治会長の推薦 里区 

９１ 梅本 守久 区及び自治会長の推薦 末田区 

９２ 奥村 勝 区及び自治会長の推薦 檪野区 

９３ 家森 茂樹 区及び自治会長の推薦 大原上田区 

９４ 山本 夫 区及び自治会長の推薦 拝坂区 

９５ 長峰 透 区及び自治会長の推薦 拝坂区 

９６ 中井 敬三 区及び自治会長の推薦 鳥居野区 

９７ 川田 一弘 区及び自治会長の推薦 相模区 

９８ 玉木 美登里 区及び自治会長の推薦 相模区 

９９ 増井 裕史 区及び自治会長の推薦 大原市場区 

１００ 奥村 順子 区及び自治会長の推薦 大原市場区 

１０１ 瀬古 隆浩 区及び自治会長の推薦 高野区 

１０２ 髙宮 彰子 区及び自治会長の推薦 鹿深台区 

１０３ 藤岡 貞之 区及び自治会長の推薦 滝区 

１０４ 朝比奈 一子 区及び自治会長の推薦 滝区 

１０５ 望月 隆裕 区及び自治会長の推薦 毛枚区 

１０６ 阪口 孝昭 区及び自治会長の推薦 五反田区 

１０７ 伊東 正樹 区及び自治会長の推薦 小佐治区 

１０８ 河合 美恵子 区及び自治会長の推薦 小佐治区 

１０９ 平井 忠晴 区及び自治会長の推薦 隠岐区 



１１０ 権東 徹也 区及び自治会長の推薦 寺庄区 

１１１ 山上 博之 区及び自治会長の推薦 寺庄区 

１１２ 玉木 悟司 区及び自治会長の推薦 寺庄区 

１１３ 𠮷川 信介 区及び自治会長の推薦 葛木区 

１１４ 八里 朱美 区及び自治会長の推薦 深川市場区 

１１５ 植出 恒 区及び自治会長の推薦 稗谷区 

１１６ 堀内 幸市 区及び自治会長の推薦 森尻区 

１１７ 神田 誠治 区及び自治会長の推薦 宝木区 

１１８ 伊藤 昭人 区及び自治会長の推薦 池田団地区 

１１９ 橘 毅 区及び自治会長の推薦 竜法師区 

１２０ 宝本 恵子 区及び自治会長の推薦 竜法師区 

１２１ 竹若 民枝 区及び自治会長の推薦 竜法師区 

１２２ 井上 義昭 区及び自治会長の推薦 野田区 

１２３ 神山 金司 区及び自治会長の推薦 杉谷区 

１２４ 木村 和宏 区及び自治会長の推薦 杉谷区 

１２５ 西尾 吉也 区及び自治会長の推薦 塩野区 

１２６ 岡崎 章夫 区及び自治会長の推薦 柑子区 

１２７ 坂田 忠藏 区及び自治会長の推薦 柑子区 

１２８ 山川 康秀 区及び自治会長の推薦 下馬杉区 

１２９ 小野 誠 区及び自治会長の推薦 ニューポリス区 

１３０ 大平 正美 区及び自治会長の推薦 田代区 

１３１ 大西 洋作 区及び自治会長の推薦 黄瀬区 

 

 



議案第６６号 

 甲賀市人権・同和教育推進員の委嘱について 

 上記の議案を提出する。 

   令和６年５月２２日 

甲賀市教育委員会教育長  立 岡 秀 寿  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１７ 

６ １４ 



甲賀市人権・同和教育推進員の委嘱について 

甲賀市人権・同和教育推進員規則第４条の規定に基づき、甲賀市人権・同和教育

推進員に別紙の者を委嘱することにつき、教育委員会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第６６号別紙 

 

甲賀市人権・同和教育推進員 

 

（任期：令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで） 

 氏名 委員の構成 備考 

１ 近戸 秀夫 区及び自治会長の推薦 水口第１区 

２ 苗村 幸雄 区及び自治会長の推薦 水口第５区 

３ 野村 忠男 区及び自治会長の推薦 水口第８区 

４ 井上 雅文 区及び自治会長の推薦 南区 

５ 大堀 仁志 区及び自治会長の推薦 水口第１０区 

６ 中村 康春 区及び自治会長の推薦 水口第１２区 

７ 山下 隆一郎 区及び自治会長の推薦 水口第１３区 

８ 伊澤 悟 区及び自治会長の推薦 水口第１４区 

９ 伊藤 直之 区及び自治会長の推薦 水口第１５区 

１０ 隈部 伸治 区及び自治会長の推薦 水口第１６区 

１１ 蜂谷 康臣 区及び自治会長の推薦 水口第１６区 

１２ 藤井 篤志 区及び自治会長の推薦 水口第１７区 

１３ 佐々木 理之 区及び自治会長の推薦 城南区 

１４ 坂 丈一郎 区及び自治会長の推薦 水口第１８区 

１５ 奥村 彰 区及び自治会長の推薦 水口第１８区 

１６ 岡 秀夫 区及び自治会長の推薦 水口第２０区 

１７ 村上 義彦 区及び自治会長の推薦 名坂区 

１８ 前田 茂美 区及び自治会長の推薦 東名坂区 

１９ 池本 稔 区及び自治会長の推薦 東名坂区 

２０ 富田 稔 区及び自治会長の推薦 名坂堂山区 

２１ 岡村 昭二 区及び自治会長の推薦 東古城が丘区 

２２ 森川 則子 区及び自治会長の推薦 東古城が丘区 

２３ 相坂 保夫 区及び自治会長の推薦 松尾団地区 



２４ 田中 健晴 区及び自治会長の推薦 松尾団地区 

２５ 北河 和正 区及び自治会長の推薦 岡の郷区 

２６ 外山 信之 区及び自治会長の推薦 水口松尾台区 

２７ 小﨑 一郎 区及び自治会長の推薦 中畑区 

２８ 宮下 昇司 区及び自治会長の推薦 城が丘区 

２９ 廣嶋 博昭 区及び自治会長の推薦 つつじが丘区 

３０ 横井 真矢 区及び自治会長の推薦 つつじが丘区 

３１ 小島 正司 区及び自治会長の推薦 嶬峨区 

３２ 中島 康雄 区及び自治会長の推薦 和野区 

３３ 山中 孝二 区及び自治会長の推薦 八田区 

３４ 𠮷田 晃夫 区及び自治会長の推薦 春日区 

３５ 宿谷 俊徳 区及び自治会長の推薦 春日区 

３６ 三上 映司 区及び自治会長の推薦 広野台東区 

３７ 宮嶋 隆広 区及び自治会長の推薦 広野台東区 

３８ 伊藤 智美 区及び自治会長の推薦 広野台西区 

３９ 近成 悟 区及び自治会長の推薦 第四水口台区 

４０ 内川 武彦 区及び自治会長の推薦 菅谷区 

４１ 前田 義信 区及び自治会長の推薦 菅谷区 

４２ 田代 勉 区及び自治会長の推薦 泉区 

４３ 西川 義雄 区及び自治会長の推薦 植区 

４４ 谷川 凌 区及び自治会長の推薦 大法寺区 

４５ 岡田 昌人 区及び自治会長の推薦 柏貴区 

４６ 種村 馨 区及び自治会長の推薦 虫生野区 

４７ 野口 一徳 区及び自治会長の推薦 虫生野区 

４８ 鵜飼 清治 区及び自治会長の推薦 貴生川第１区 

４９ 山﨑 悟 区及び自治会長の推薦 貴生川第１区 

５０ 小嶋 大成 区及び自治会長の推薦 貴生川第２区 

５１ 岸木 新治 区及び自治会長の推薦 貴生川第２区 

５２ 原田 敦美 区及び自治会長の推薦 貴生川第３区 



５３ 市川 幸弘 区及び自治会長の推薦 西内貴区 

５４ 福澤 清雄 区及び自治会長の推薦 高山区 

５５ 谷村 正雄 区及び自治会長の推薦 三大寺区 

５６ 谷口 明 区及び自治会長の推薦 三大寺区 

５７ 𠮷田 靖史 区及び自治会長の推薦 かふかの丘区 

５８ 藤浦 毅 区及び自治会長の推薦 かふかの丘区 

５９ 瀨河  区及び自治会長の推薦 三本柳区 

６０ 木田 康隆 区及び自治会長の推薦 牛飼区 

６１ 浦山 喜明 区及び自治会長の推薦 牛飼区 

６２ 佐上 勝治 区及び自治会長の推薦 山上区 

６３ 葛󠄀江 基彦 区及び自治会長の推薦 秋葉北自治会 

６４ 西山 和弘 区及び自治会長の推薦 車谷自治会 

６５ 岡田 正志 区及び自治会長の推薦 西野区１区、西野区２区 

６６ 増山 茂美 区及び自治会長の推薦 猪鼻区 

６７ 新井 徳則 区及び自治会長の推薦 山中区 

６８ 土山 澄雄 区及び自治会長の推薦 笹路区 

６９ 杉本 茂 区及び自治会長の推薦 南東区 

７０ 丸山 謙次 区及び自治会長の推薦 南中区 

７１ 向井 隆 区及び自治会長の推薦 南西区 

７２ 大森 薫 区及び自治会長の推薦 北東区 

７３ 福井 清美 区及び自治会長の推薦 北芝区 

７４ 小倉 浩之 区及び自治会長の推薦 北芝区 

７５ 中林 賢一 区及び自治会長の推薦 北中区 

７６ 山鋪 貴幸 区及び自治会長の推薦 北中区 

７７ 鈴木 浩 区及び自治会長の推薦 北西区 

７８ 玉井 誠 区及び自治会長の推薦 平子区 

７９ 谷口 丈久 区及び自治会長の推薦 野上野区 

８０ 鵜飼 幹郎 区及び自治会長の推薦 大澤区 

８１ 前田 茂樹 区及び自治会長の推薦 頓宮区 



８２ 安井 正宜 区及び自治会長の推薦 前野区 

８３ 中野 剛 区及び自治会長の推薦 市場区 

８４ 中村 定 区及び自治会長の推薦 徳原区 

８５ 隠岐 正治 区及び自治会長の推薦 三軒家区 

８６ 猪井 能久 区及び自治会長の推薦 片山区 

８７ 服部 充伸 区及び自治会長の推薦 今宿区 

８８ 柚口 和久 区及び自治会長の推薦 里区 

８９ 安井 真徳 区及び自治会長の推薦 末田区 

９０ 上井 哲 区及び自治会長の推薦 檪野区 

９１ 森田 亨 区及び自治会長の推薦 大原上田区 

９２ 福井 靖 区及び自治会長の推薦 拝坂区 

９３ 木村 惠子 区及び自治会長の推薦 拝坂区 

９４ 三上 喜一郎 区及び自治会長の推薦 鳥居野区 

９５ 大槻 康載 区及び自治会長の推薦 相模区 

９６ 玉木 享子 区及び自治会長の推薦 相模区 

９７ 田中 義一 区及び自治会長の推薦 大原市場区 

９８ 吉水 和枝 区及び自治会長の推薦 大原市場区 

９９ 田畑 忠彦 区及び自治会長の推薦 高野区 

１００ 藤本 薫 区及び自治会長の推薦 鹿深台区 

１０１ 吉岡 工 区及び自治会長の推薦 滝区 

１０２ 藪 育子 区及び自治会長の推薦 滝区 

１０３ 藤原 繁 区及び自治会長の推薦 毛枚区 

１０４ 藤原 慎太郎 区及び自治会長の推薦 五反田区 

１０５ 橋本 剛 区及び自治会長の推薦 小佐治区 

１０６ 河合 ひとみ 区及び自治会長の推薦 小佐治区 

１０７ 隠岐 善文 区及び自治会長の推薦 隠岐区 

１０８ 𠮷村 真吾 区及び自治会長の推薦 寺庄区 

１０９ 片淵 範樹 区及び自治会長の推薦 寺庄区 

１１０ 谷 健一 区及び自治会長の推薦 寺庄区 



１１１ 杉本 錦司 区及び自治会長の推薦 葛木区 

１１２ 呉竹 弘一 区及び自治会長の推薦 深川市場区 

１１３ 橋本 修 区及び自治会長の推薦 稗谷区 

１１４ 堀内 正男 区及び自治会長の推薦 森尻区 

１１５ 中辻 正明 区及び自治会長の推薦 宝木区 

１１６ 前田 裕明 区及び自治会長の推薦 池田団地区 

１１７ 望月 裕司 区及び自治会長の推薦 竜法師区 

１１８ 中谷 喜美子 区及び自治会長の推薦 竜法師区 

１１９ 中谷 久美子 区及び自治会長の推薦 竜法師区 

１２０ 松井 善一 区及び自治会長の推薦 野尻区 

１２１ 岡根 信一 区及び自治会長の推薦 野田区 

１２２ 平井 満 区及び自治会長の推薦 野田区 

１２３ 神山 八郎 区及び自治会長の推薦 杉谷区 

１２４ 寺井 儀政 区及び自治会長の推薦 杉谷区 

１２５ 和田 隆男 区及び自治会長の推薦 塩野区 

１２６ 渡辺 由里子 区及び自治会長の推薦 市原区 

１２７ 辻󠄀 成朗 区及び自治会長の推薦 柑子区 

１２８ 岡﨑 敏夫 区及び自治会長の推薦 柑子区 

１２９ 山川 清治 区及び自治会長の推薦 下馬杉区 

１３０ 熊谷 雅美 区及び自治会長の推薦 耕心区 

１３１ 丸山 陽輔 区及び自治会長の推薦 ニューポリス区 

１３２ 大平 幸彦 区及び自治会長の推薦 田代区 

１３３ 福山 繁八 区及び自治会長の推薦 黄瀬区 

 

 

 


